別添様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名: 障害程度区分認定調査員等研修事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,696千円（前年度予算額：1,696千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　障がい者に対する専門的支援の技術を有する人材を養成するため、各種研修事業を実施する。
（１）障害程度区分認定調査員（新任者・現任者）研修
対象者：市町村職員、指定相談事業者従事者等
内　容：制度概要、障害程度区分の手続きに関すること、認定調査実施方法に関す
ること等
（２）市町村審査会委員研修（新任者・現任者）研修
対象者：市町村審査会委員予定者
内　容：制度概要、支給決定手続き及び審査会の役割、障害程度区分判定等の基準、
審査会運営に関すること等
（３）主治医研修
内　容：県内在勤の医師を対象に、障害者自立支援法に係る介護給付費等支給決定
プロセス、審査方法の概要、医師意見書作成の意義と記載方法等を内容と
する研修を実施
	２　所要経費


（1） 障害程度区分認定調査員（新任者・現任者）研修　　　369千円

（2） 市町村審査会委員研修（新任者・現任者）研修　　　　227千円

（3） 主治医研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,100千円
国1/2、県1/2　【地域生活支援事業】

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
・重度訪問介護や行動援護等、専門的支援の技術を有する人材を養成する
	２　これまでの取組状況


　昨年度（平成23年度）の状況
　　・障害程度区分認定調査員研修　（新任者）80人　（現任者）50人(予定)
　　・市町村審査会委員研修研修　　（新任者）40人　（現任者）120人(予定)

　　・主治医研修　(5圏域)400人(予定)
人

	３　これまでの取組に対する評価


障害者自立支援法に基づく各種業務・事業について適正かつ安定的な運営を確保する
ために必要な研修事業を実施している。
これにより、県及び市町村の支給決定プロセスにおいて一定以上の水準を確保、市町
村間の均質的な審査等の実施に寄与することにより県民に対する公正・公平な福祉サー
ビスを提供することができる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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